別紙様式第２号〔提出部数１部（都道府県用）〕
畜産経営体質強化計画に対する意見書

番　号

年月日
　　都道府県知事　殿

所在地
融資機関名
代表者氏名
　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の３の（２）のイの規定に基づき、下記のとおり意見を付して、借入希望者から提出のあった畜産経営体質強化計画と併せて提出します。

記

１　借入希望者名

　　○○○○

２　借入希望者が貸付対象者の要件に該当する者であることの確認
	項　目
	該当

	畜産クラスター計画における中心的な経営体又は認定農業者であること。
	

	簿記記帳を行っているか又は行うことが確実と見込まれること。
	

	酪農、肉用牛又は養豚経営を今後とも長期に継続（後継者が継続する場合を含む。）するとともに、経営の改善に積極的に取り組む意欲と能力を有していること。
	

	償還負担を軽減することにより、畜産経営体質強化計画の達成が可能であり、かつ、畜産経営体質強化支援資金の借入年度以降において、畜産経営体質強化支援資金を含む全ての債務の約定償還金の返済が可能であること。
	

	法人にあっては、次のいずれかに該当すること。
	

	
	農事組合法人
	

	
	農業を主として営む個人、農業協同組合又は農業協同組合連合会（以下「農業者等」と総称する。）がその法人の社員（業務を執行する社員に限る。）の数の過半を占めている会社法（平成17年法律第86号。以下同じ。）第575条第１項に規定する持分会社
	

	
	農業者等がその法人の株主であって、株主の総数が50人以下である株式会社（公開会社（会社法第２条第５号に規定する公開会社をいう。）でない株式会社に限る。）
	

	
	農業の振興を目的とする一般社団法人又は一般財団法人であって、農業者等又は地方公共団体が、一般社団法人にあっては総社員の議決権の過半数を有し、一般財団法人にあっては基本財産の額の過半を拠出しているもの
	

	
	その他都道府県知事が地方農政局長（北海道にあっては北海道農政事務所長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長。）と協議して認めた法人
	


（注）貸付対象者の要件に該当することが確認できた場合には、該当にチェックを入れること。

３　畜産経営体質強化計画に対する意見

（1） 畜産経営体質強化計画の妥当性

（2） 償還確実性

※１．借入希望者が複数の場合は、借入希望者が複数の場合は、借入希望者ごとに１～３を作成すること。

　２．融資機関としての知見・ノウハウを活かして具体的に記載すること。

別紙様式第３号〔提出部数３部（借入希望者、融資機関、中畜用）〕
畜産経営体質強化計画承認通知書

番  号

年月日
　　○○○○（借入希望者名）　　　殿

　　融資機関代表者　　　　　　　　殿

　　公益社団法人　中央畜産会会長　殿　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県知事

氏名　　　　　　　　　　印

畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の３の（２）のエの規定に基づき、下記のとおり、畜産経営体質強化計画を承認したので通知します。

記

	融資機関名
	借入希望者名
	貸付上限額
	備　考

	
	
	千円
	


別紙様式第４号〔提出部数３部（都道府県、信農連等、中畜用）〕

畜産経営体質強化支援資金貸付実行状況報告書

　　　　　　　（平成　　年度第　次貸付分）　　　　　　応答日型１２月型
（該当のものに〇印のこと。）

　

番　号

年月日

　　都道府県知事　殿

公益社団法人　中央畜産会会長　殿

○○信用農業協同組合連合会代表理事理事長　殿

　　(農林水産省生産局長が適当と認めた団体にあっては当該団体の長)
所在地
融資機関名
代表者氏名
　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の３の（２）のオの規定に基づき、畜産経営体質強化支援資金の貸付状況を下記のとおり報告します。

記

１．貸付実行額（貸付対象者別貸付実行表は別表１（入力１）のとおり。）

	区　　分
	都道府県知事の貸付承認額　Ａ
千円
	貸付実行額
Ｂ

千円
	貸付実行率
Ｂ／Ａ

％
	貸付対象者数
人

	大家畜
	酪　農
	
	
	
	

	
	肉用牛
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	養　　豚
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


２．貸付実行年月日　　　　平成　　年　　月　　日

３．貸付実行金利（年利）

（生産者団体等利子補給率内訳表は別表２（入力２）のとおり。

	区分
	貸付対象者負担金　　　　　利
％
	中央畜産会

利子補給率
％
	生産者団体等
利子補給率

％
	金利合計

％

	畜産経営体質

強化支援資金
	～
	～
	～
	～


（注）各欄の利率は、最低と最高を記入すること。

別紙様式第４号の別表１

貸　付　対　象　者　別　貸　付　実　行　表

（　　年度　月貸付分）

入力－１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　枚のうち

キーコード部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　枚目

	データ
区　分
	都道府県
	北海道
振興局
	融資機関
	利子補給金計算期間
	貸付実行年月日
	約　定
償還日

	
	
	
	コード
	名称
	
	
	

	１１
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　データ部
	処理区分
	貸付対象者コード
	貸付対象者氏名
	経営の種類コード
	現地確認頭数　頭
	都道府県知事等の貸付承認額　千円
	貸付実行額　千円
	貸付金利
	償還期間（据置期間を含む）　　年
	据置期間　　　年
	資金毎の借換時残高（千円）
	貸付実行額のうち資金毎の借換額（千円）
	備　　　考

	
	
	
	
	
	
	
	貸付対象者負担利率　　％
	中央畜産会利子補給率　％
	生産者団体等利子補給率％
	計

％
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	人
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	人
	
	
	
	
	
	～
	～
	～
	～
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注）１．融資機関コードは、中央畜産会に登録済みのコードを記入すること。

   ２．貸付対象コードは、最大１０桁とし同一貸付実行日に複数貸付が存在する場合のみ頭１桁に１から連番を入力すること。

       なお、次年度以降の借入れについても、同一コードを使用すること。

   ３．貸付対象者氏名は、漢字等で８文字以内に記入すること。

   ４．貸付金利は小数点以下３位までに記入すること。

   ６．本表が２枚以上になるときは、各表ごとにキーコード部を必ず記入するとともに、小計をいれ最後の表には合計をいれること。
別紙様式第４号の別表２

入力－２
生産者団体等の上乗せ利子補給率内訳表

　　　　　キーコード部
	データ区分
	都道府県
コード
	北海道振興局

コード
	融資機関コード
	利子補給金計算期間コード
	貸付実行年月日

	12
	
	
	
	
	


　　　　　データ部
	処 理 区 分
	都道府県
	市町村
	県　連
	融資機関
	その他
	計
	県連内訳

	
	
	
	
	
	
	
	信　　　連
	経　済　連
	共　済　連
	畜　　　連
	開　拓　連
	酪　　　連
	そ　の　他

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注）１．本表は、入力－１表の貸付金利欄の生産者団体等利子補給率の内訳をデータ部に記入するもので、小数点（▼印）以下３位まで記入する。

　　　　利子補給率に幅がある場合には、上段に最低利子補給率、下段に最高利子補給率を記入する。

　　２．県連の上乗せ利子補給がある場合は、「県連内訳」欄の該当する団体に「１」を記入すること。

　　３．その他による上乗せ利子補給がある場合、その他の（　）内にその名称を記入すること。

　　４．処理区分には、追加：１、修正：２、削除：３の区分を記入すること。（当初貸付時記入不要）

別紙様式第５号〔提出部数３部（借入者、融資機関、中畜用）〕

畜産経営体質強化計画承認取消通知書

番  号

年月日
　　○○○○（借入者名）殿

　　融資機関代表者　殿

　　公益社団法人　中央畜産会会長　殿　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県知事

氏名　　　　　　　　　　印

畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の３の（２）のクの規定に基づき、下記のとおり、畜産経営体質強化計画の承認の取消しを行ったので通知します。

記

	融資機関名
	借入者名
	貸付実行日
	貸付実行額
	取消認定日
	承認取消
理　　由
	備　考

	
	
	年月日
	千円
	年月日
	１

２

３

４


	


（注）承認取消理由は、次の該当する項目から選び、数字を○で囲むこと。

　　　１　計画の達成が困難　　　　２　承認取消しの申請

　　　３　計画書の不実記載　　　　４　貸付対象者要件の欠如

別紙様式第６号〔提出部数２部（信農連等、中畜用）〕
中畜整理番号　　―　　

畜産経営体質強化支援資金利子補給契約締結申込書
　　　　　　　
番　号

年月日

　　公益社団法人　中央畜産会会長　殿
○○信用農業協同組合連合会代表理事理事長　殿
　　(農林水産省生産局長が適当と認めた団体にあっては当該団体の長)
所　在　地

融資機関名

代表者氏名
　このたび、畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）を承諾し、畜産経営体質強化支援資金の融資を行いたいので、同事業実施要領別添１の８の（１）の規定に基づき、別添の「畜産経営体質強化支援資金利子補給契約書」により、利子補給契約を締結いたしたく申し込みます。

別紙様式第７号〔提出部数２部（中畜用）〕
中畜整理番号　　―　　

畜産経営体質強化支援資金利子補給契約書

　公益社団法人中央畜産会会長　　　　　　　　　（以下「甲」という。）は、畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）を承諾した　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）が○○知事の承認を受けて、同事業実施要領に基づき畜産経営体質強化支援資金を融資した場合に、当該融資額について利子補給金を交付することについて乙と契約する。

平成　　年　　月　　日

　甲　　所　在　地

名　　　称　　公益社団法人　中央畜産会

代表者氏名　　　会　長　　　　　　　印

　乙　　所　在　地

名　　　称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印

（注）乙は、本契約書２部を作成し、記名押印のうえ甲に提出するものとする。

別紙様式第８号

畜産経営体質強化支援資金償還計画額・利子補給額計算書

（平成　　年度　月貸付分）
番　号

年月日

　　都道府県知事　殿

融資機関代表者　殿

○○信用農業協同組合連合会代表理事理事長　殿

　　(農林水産省生産局長が適当と認めた団体にあっては当該団体の長)
公益社団法人　中央畜産会
　　　　　　会長　

　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の８の（２）の規定に基づき、別添計算書のとおり通知します。

（なお、融資機関分を同封しますので、貴会より送付願います。）
　（注）信農連等あては括弧内を記載する。
別紙様式第８号の別添１
（出力１－１）
[image: image1.emf]（注）養豚は別様とする。

融資機関別償還計画額・利子補給額計算書－Ⅰ　償還計画

畜産経営体質強化支援資金（平成　　年度　　月貸付分）

利子補給金計算期間 型

融資機関名

（単位：千円）

平成　年度



経営

種類

貸付対象者数

（人）

貸付実行額

（千円）

酪農



肉用牛



平成　年度 平成　年度 平成　年度 平成　年度

平成　年度 平成　年度



平成　年度 平成　年度 平成　年度



酪農



肉用牛



計



計



合計

（　　機関）

償 還 計 画 額



計



酪農



肉用牛


別紙様式第８号の別添２
（出力１－２）

[image: image2.emf]注）１　利子補給額は、経営種類別及び利子補給率別にそれぞれを算出し、合計したものである。

　　２　養豚は別様とする。

融資機関別償還計画額・利子補給額計算書－Ⅱ　利子補給

畜産経営体質強化支援資金（平成　　年度　　月貸付分）

利子補給金計算期間 型

融資機関名

経営

種類

利 子 補 給 額

（単位：円）

平成　年度 平成　年度 平成　年度



平成　年度

平成　年度 平成　年度 平成　年度 平成　年度



酪農



肉用牛



計



合計

（　　機関）

酪農



肉用牛



計



酪農

肉用牛

計



合　計


別紙様式第８号の別添３

（出力２－１）

[image: image3.emf]（注）養豚は別様とする。

畜産経営体質強化支援資金（平成　　年度　　月貸付分）

貸付対象者別償還計画額・利子補給額計算書－Ⅰ　償還計画

型 利子補給金計算期間



合　　計

（　　　人）



貸付対象者



（単位：千円）

貸付実行額



　　　　　（千円）

償 還 額

平成　年度

平成　年度

期首残高

償 還 額



氏名

コード

平成　年度

平成　年度

期首残高

平成　年度

平成　年度

期首残高

償 還 計 画 額

経営種類

償 還 額

平成　年度

平成　年度

期首残高

償 還 額

平成　年度

平成　年度

期首残高

償 還 額


別紙様式第８号の別添４

（出力２－２）

[image: image4.emf]注）１　利子補給額は、経営種類別及び利子補給率別にそれぞれを算出し、合計したものである。

　　２　養豚は別様とする。

交雑種哺育育成



交雑種肥育



合　計



交

　

付

　

額



肉

用

牛



肉用牛繁殖

肉専肥育・一貫

乳用種肥育

乳用種哺育育成

肉用牛　計



酪　農

平成　年度 平成　年度 平成　年度

平成　年度 平成　年度 平成　年度 平成　年度

交付額合計

貸付対象者別償還計画額・利子補給額計算書－Ⅱ　利子補給

畜産経営体質強化支援資金（平成　　年度　　月貸付分）

利子補給金計算期間 型

貸付対象者

利 子 補 給 額

（単位：円）

平成　年度


別紙様式第９号〔提出部数３部（都道府県、信農連等、中畜用）〈別添書類も同じ〉〕

畜産経営体質強化支援資金貸付実行状況等異動報告書
番  号

年月日

　　都道府県知事　殿

公益社団法人　中央畜産会会長　殿

○○信用農業協同組合連合会代表理事理事長　殿

(農林水産省生産局長が適当と認めた団体にあっては当該団体の長)
所在地
融資機関名
代表者氏名
　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の８の（４）のアの規定に基づき、別添のとおり報告します。

別紙様式第９号の別添１〔提出部数３部（都道府県、信農連等、中畜用）〕
[image: image5.emf]枚目のうち

枚　　　目

1 3 4 6 8 12 13 年 月 日

4

20 21 30 31 38 73 82 88

45 52 59 66

年 年 年 千円 年 年 年 千円 千円 千円 年 年 年
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注）１．キーコード部　及び　データ部　の貸付対象者コードから貸付実行額まではすでに提出ずみの　入力－１　表から転記すること。なお、入力－１　表の提出後、農協合併等により、融資機関名、融資機関コード、貸付対象者コード及び貸付対象者氏名については変更があり、修正処理を

        行っている場合は変更後のものを記入する。

　　２．異動修正欄の発生年月日は、該当する異動が発生した時点（継続確認申請をした経営中止者にあっては利子補給金の交付停止日の前日）の年月日を記入し、異動修正の金額は右寄せにより記入すること。

　　３．異動理由欄は、該当する理由を一つ選んで　１　と記入し「その他」に該当する場合は、備考欄に具体的な理由を記入すること。

　　４．同一貸付対象者で２件以上の異動が発生したときは、異動理由ごとにわけて記入すること。

　　５．提出ずみの異動報告書の誤りを訂正するときは、訂正事項を含む異動事項のすべてを記入するとともに前回異動修正発生年月日欄に提出ずみの異動報告書の発生年月日を必ず記入すること。

　　６．キーコード部　の「中央畜産会入力年月日」は記入しないこと。

１の修正のとき：２

１の削除のとき：３



異動発生のとき：１
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利子補給金

計算期間コード

中央畜産会入力年月日



データ

区分

ブロック

コード

都道府県

コード

北海

道

支庁

融資機関コード

畜産経営体質強化支援資金貸付実行状況等異動表

入力－３

キーコード部


別紙様式第９号の別添２〔提出部数３部（都道府県、信農連等、中畜用）〕
合併に伴う利子補給契約の承継について（通知）
番　号

年月日
　　都道府県知事　殿

公益社団法人　中央畜産会会長　殿

○○信用農業協同組合連合会代表理事理事長　殿

(農林水産省生産局長が適当と認めた団体にあっては当該団体の長)
所在地
融資機関名
代表者氏名
　平成　　年　　月　　日付をもって下記１のとおり合併し、下記２の融資機関が貴会と締結していた畜産経営体質強化支援資金に係る利子補給契約は当　　　　　　　　　　　　が承継したので通知します。

記
１　合併の状況
	合併後の融資機関の名称
	合併した融資機関の名称

	
	（１）

	
	（２）

	電算処理コード番号
	
	
	
	
	
	（３）

	注）合併した融資機関には、体質強化支援資金を融資してない融資機関も記入すること。
	（　）

	
	（　）

	
	（　）

	
	（　）

	
	（　）

	
	（　）

	
	（　）


２　合併前に畜産経営体質強化支援資金を融資していた融資機関名と取扱い資金
	融資機関名

（合併前）
	取　扱　い　資　金

	
	酪農・肉用牛・養豚
の別
	貸付実行年月日

	
	
	


別紙様式第９号の別添３〔提出部数３部（都道府県、信農連等、中畜用）〕
平成　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
利子補給事業融資機関コード等変更入力票Ⅰ
	都道府県名
	旧融資機関名
	新融資機関名
	
	入力表年月日

	
	
	
	
	４
	
	
	
	
	
	


	旧　コ　ー　ド
	新　コ　ー　ド

	県コード
	北海道
振興局
コード
	融資機関コード
	貸付対象者コード
	貸付対象者氏名
	融資機関コード
	貸付対象者コード

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	変更理由


別紙様式第９号の別添４〔提出部数３部（都道府県、信農連等、中畜用）〕
畜産経営体質強化支援資金貸付対象者氏名の変更について
番　号

年月日
　　都道府県知事　殿

公益社団法人　中央畜産会会長　殿

○○信用農業協同組合連合会代表理事理事長　殿

(農林水産省生産局長が適当と認めた団体にあっては当該団体の長)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　融資機関名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　畜産経営体質強化支援資金貸付対象者に下記のとおり変更があったので

報告します。
記
	旧貸付対象者氏名
	新貸付対象者氏名
	備　　　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　　注）備考欄には変更の理由を簡潔に記載。
別紙様式第９号の別添５〔提出部数３部（都道府県、信農連等、中畜用）〕
　　　　　　　　　　　　　　入力日　平成　　年　　月　　日
貸付対象者氏名変更入力票Ⅰ
	
	
	都道府県名
	融 資 機 関 名

	
	
	
	


	ブロック
コード
	道府県
コード
	北海道
振興局
コード
	融資機関コード
	貸付対象者コード
	貸付対象者氏名
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別紙様式第１０号

畜産経営体質強化支援資金償還計画額・利子補給額異動修正計算書

番　号

年月日

　　　都道府県知事　殿

　　　融資機関代表者　殿

○○信用農業協同組合連合会代表理事理事長　殿

　(農林水産省生産局長が適当と認めた団体にあっては当該団体の長)
公益社団法人　中央畜産会

会長
　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の８の（５）の規定に基づき、別添計算書のとおり通知します。

（なお、融資機関分を同封しますので、貴会より送付願います。）
（注）信農連等あては括弧内を記載する。
別紙様式第１０号の別添１

（出力３－１）

[image: image6.emf]（注）養豚は別様とする。



融資機関別償還計画額・利子補給額異動修正計算書－Ⅰ　償還計画

畜産経営体質強化支援資金（平成　　年度　　月貸付分）

利子補給金計算期間 型

融資機関名

経営

種類

貸付実行額

（当初貸付実行額）

（千円）

償 還 計 画 額

（単位：千円）

平成　年度 平成　年度 平成　年度 平成　年度 平成　年度

平成　年度 平成　年度 平成　年度 平成　年度 平成　年度

貸付対象者数

（人）



酪農



（　　　　）



肉用牛



（　　　　）



計



（　　　　）



酪農



（　　　　）



肉用牛



（　　　　）



計



（　　　　）



合計

（　　機関）

酪農



（　　　　）



肉用牛



（　　　　）



計



（　　　　）


別紙様式第１０号の別添２

（出力３－２）

[image: image7.emf]注）１　利子補給額は、経営種類別及び利子補給率別にそれぞれを算出し、合計したものである。

　　２　養豚は別様とする。

融資機関別償還計画額・利子補給額異動修正計算書－Ⅱ　利子補給

畜産経営体質強化支援資金（平成　　年度　　月貸付分）

利子補給金計算期間 型

融資機関名

経営

種類

利 子 補 給 額

（単位：円）

平成　年度 平成　年度



酪農



平成　年度 平成　年度

合　計

平成　年度 平成　年度 平成　年度 平成　年度



肉用牛



計



肉用牛



合計

（　　機関）

酪農



計



酪農

計



肉用牛


別紙様式第１０号の別添３

（出力４－１）

[image: image8.emf]（注）養豚は別様とする。

償 還 額 償 還 額



貸付対象者別償還計画額・利子補給額異動修正計算書－Ⅰ　償還計画

畜産経営体質強化支援資金（平成　　年度　　月貸付分）

利子補給金計算期間 型

貸付対象者

経営種類

貸付実行額

（当初貸付実行額）



　　　　　（千円）

償 還 計 画 額

（単位：千円）

平成　年度 平成　年度 平成　年度 平成　年度 平成　年度

平成　年度 平成　年度 平成　年度 平成　年度 平成　年度

氏名 償 還 額 償 還 額



償 還 額

コード 期首残高 期首残高 期首残高 期首残高 期首残高



（　　　　）



（　　　　）



（　　　　）



（　　　　）



合　　計

（　　　人）



（　　　　）


別紙様式第１０号の別添４

（出力４－２）

[image: image9.emf]注）１　利子補給額は、経営種類別及び利子補給率別にそれぞれを算出し、合計したものである。

　　２　養豚は別様とする。
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貸付対象者別償還計画額・利子補給額異動修正計算書－Ⅱ　利子補給

畜産経営体質強化支援資金（平成　　年度　　月貸付分）

利子補給金計算期間 型

貸付対象者

利 子 補 給 額

（単位：円）

平成　年度 平成　年度 平成　年度 平成　年度

交付額合計

平成　年度 平成　年度 平成　年度 平成　年度


別紙様式第１１号〔提出部数３部（都道府県、信農連等、中畜用）〕

畜産経営体質強化支援資金借入者経営中止状況報告書

番　号

年月日

　　都道府県知事　殿

公益社団法人　中央畜産会会長　殿

○○信用農業協同組合連合会代表理事理事長　殿

(農林水産省生産局長が適当と認めた団体にあっては当該団体の長)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　融資機関名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　畜産経営体質強化支援資金の借入者について、経営中止した者があったので、畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の８の（６）の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

	氏　　名
	貸付実行額
	貸付実行日
	経営中止日
の貸付残高
	経営中止日
	経営中止理由

	
	千円


	年月日


	千円


	年月日


	

	合　計
	
	
	
	
	


（注）１．貸付実行額及び経営中止日の貸付残高は借入者ごとに小計を記入すること。

　　　２．経営中止日を証明する資料（販売代金清算書の写等）を添付すること。

別紙様式第１２号〔提出部数３部（都道府県、信農連等、中畜用）〕

畜産経営体質強化支援資金利子補給金請求書


（該当のものに○印のこと。）

番　号

年月日

　　都道府県知事　殿

公益社団法人　中央畜産会会長　殿

○○信用農業協同組合連合会代表理事理事長　殿

(農林水産省生産局長が適当と認めた団体にあっては当該団体の長)
所在地
融資機関名
代表者氏名
　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の８の（７）の規定に基づき、下記のとおり利子補給金を［請求します］。

　（注）都道府県知事あては、［　］内を「公益社団法人中央畜産会会長あてに請求したので報告します」とする。

記

利子補給金請求書

	貸付区分
	請　求　金　額
	備　　　考

	平成

28

年度
	６月貸付分
	円
	

	
	９月貸付分
	円
	

	
	１１月貸付分
	円
	

	
	２月貸付分
	円
	

	
	計
	円
	

	平成
　　
年度
	５月貸付分
	円
	

	
	８月貸付分
	円
	

	
	１１月貸付分
	円
	

	
	２月貸付分
	円
	

	
	計
	円
	

	合　　　計
	円
	


(注)１．酪農・肉用牛又は養豚ごとに応答日型と12月型を別葉とし、提出期限が同一のものを記入すること。

２．信農連等委託機関に事業実施要領別添1の11の(2)の規定による事務委任を行っていない融資機関にあっては、利子補給金の振込先金融機関名、預金種目、預金口座番号及び預金口座名義を記載すること。
別紙様式第１２号の別添

平成　　年　　月　　日

〔融資機関名　　　　　　　　　〕

	貸付残高等

照 合 者
	貸付残高等

突 合 者

	
	


利子補給金請求に係る事務チェック表

１　貸付残高、償還計画額・利子補給額〔該当するものに○印、日付等を記入する。〕

（１）中央畜産会から送付される都度、異動報告書提出該当案件と計算書（別紙様式第８号又は別紙様式第１０号の別添）を突合して整合性を確認している。

（２）決算時又は年度期首に融資機関の貸付残高データと中央畜産会の貸付残高を突合している。

（３）利子補給金請求時に融資機関の貸付残高データと中央畜産会の貸付残高を突合している。今回は〔平成　年　月　日〕に突合した。

（４）その他〔具体的に記入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

２　繰上償還、経営中止に係る異動報告〔該当するものに○印、日付等を記入する。〕

（１）支店（支所）にも異動報告の提出漏れ、コンピュータで支店（支所）からの送金報告に係る異動関係データを確認し、異動報告は全て提出したことを確認している。

（２）異動報告に漏れがあったので、〔ア　平成　年　月　日に中央畜産会に提出済、　　　　イ　平成　年　月　日に提出予定〕である。

（３）その他〔具体的に記入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

３　利子補給額〔該当するものに○印、日付等を記入する。〕

（１）融資機関のデータと中央畜産会から送付された計算書と突合して整合することを　　平成　年　月　日に点検して、利子補給金請求書を作成した。

（２）その他〔具体的に記入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

別紙様式第１３号〔提出部数３部（都道府県、信農連等、中畜用）〕

畜産経営体質強化支援資金約定償還額の償還状況報告書


（該当のものに○印のこと。）

番　号

年月日

　　都道府県知事　殿

公益社団法人　中央畜産会会長　殿

○○信用農業協同組合連合会代表理事理事長　殿

(農林水産省生産局長が適当と認めた団体にあっては当該団体の長)
所在地
融資機関名
代表者氏名
　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の８の（７）の規定に基づき、報告します。

	貸　付
区　分
	当期約定
償還額

千円
	うち期中延滞
	期末延滞
	期中の受入代弁額
千円

	
	
	人　員
人
	金　額
千円
	人　員
人
	金　額
千円
	

	平成

28

年度
	６月貸付分
	
	
	
	
	
	

	
	９月貸付分
	
	
	
	
	
	

	
	１１月貸付分
	
	
	
	
	
	

	
	２月貸付分
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	

	平成

年度
	５月貸付分
	
	
	
	
	
	

	
	８月貸付分
	
	
	
	
	
	

	
	１１月貸付分
	
	
	
	
	
	

	
	２月貸付分
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	
	
	


（注）１．応答日型と12月型を別葉とすること。

　　　２．約定償還額に延滞がない場合は、当期約定償還額のみを記入すること。

　　　３．うち期中延滞欄には、当期約定償還額の延滞した者について、人数とその額を記入すること。

　　　４．期末延滞欄には、貸付当初から当年度までの累積された延滞について人数とその額を記入すること。
別紙様式第１４号〔提出部数２部（都道府県、中畜用）〕
平成　年度畜産経営体質強化支援資金利子補給事業実績報告書

番　号
年月日

　　都道府県知事　殿

公益社団法人　中央畜産会会長　殿

所在地
融資機関又は信農連等名 

代表者氏名　　　　　　印
　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の９の規定に基づき、別表のとおり報告します。

（注）　信農連等委託機関扱いとなっていない融資機関にあっては、差出人欄を当該融資機関とすること（別表－１の「（信農連等）」も同じ。）。

　　　　なお、その場合は、別表－２の提出は要さない。

別紙様式第１４号の別表－１

[image: image10.emf]

肥育・一貫

件数

貸付実行額

(C)



養豚繁殖

件数

貸付実行額

(B)



(融資機関数)



合計



融資機関 市町村 借入者数

貸付

件数

貸付実行額

(A)=(B)+(C)

平成　　　年度　畜産経営体質強化支援資金貸付実行報告書(酪農・肉用牛)

（信農連等）

（単位：戸、県、千円）

平成　　　年度　畜産経営体質強化支援資金貸付実行報告書(養豚)



(融資機関数)



合計



貸付実行額

a



件数



貸付実行額

(A)=(B)+(C)

貸付

件数

借入者数 融資機関 市町村

（信農連等）

（単位：戸、県、千円）

肉用牛

乳用種哺育育成

件数

貸付実行額

f

件数

貸付実行額

(B)

酪農

肉専肥育・一貫

件数

貸付実行額

b

乳用種肥育

件数

貸付実行額

e

貸付実行額

(C)=a+b+c+d+e+f

件数

肉用牛計 肉用牛繁殖 交雑種肥育 交雑種哺育育成

件数

貸付実行額

件数

貸付実行額

c d


別紙様式第１４号の別表－２

平成　　年度　畜産経営体質強化支援資金利子補給金実績報告

（信農連等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)
	融資機関名
	交付請求額
	交付金額の受領
	融資機関への支払
	備　　　　　　　　　　　　　考

	
	
	受領年月日
	受領額
	支払年月日
	利子補給金額
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）融資機関への支払は、「振込一覧電算帳票等」を添付する。
別紙様式第１５号〔提出部数３部（都道府県、信農連等、中畜用）〕

畜産経営体質強化支援資金償還終了等報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日

　　都道府県知事　殿

公益社団法人　中央畜産会会長　殿

○○信用農業協同組合連合会代表理事理事長　殿

(農林水産省生産局長が適当と認めた団体にあっては当該団体の長)
所在地
融資機関名
代表者氏名
　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１０の規定に基づき、畜産経営体質強化支援資金の償還終了等について、下記のとおり報告します。

記

（単位：円）

	借入者名
	貸付実行額
	貸付年月日
	最終償還

年月日
	融資残高
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１．償還を終了した借入者については、融資残高は「0」を記載。

　　　２．償還が不可能となった借入者については、不可能となった理由及び今後の対応方針を備考欄に記載（別紙とすることも可。）。

別紙様式第１６号

委　　　任　　　状

　　当　　　　　　　　　　　　　は、貴　　　　　　　　　　　　に畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１１の（２）に基づき、次のことを委任いたします。

記

　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領別添１の３の（２）のオ、８の（１）、（４）、（６）、（７）、（８）及び（１０）、９並びに１０の事務に関すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　印

別紙様式第１７号〔提出部数２部（都道府県、中畜用）〕

畜産経営体質強化支援資金貸付実行報告書の送付について

　　　　　　　　　　（平成　　年度第　次貸付分）　　　　　　　　応答日型１２月型
番　号
年月日

　　　都道府県知事　殿

公益社団法人　中央畜産会会長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　信農連等名
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　電　　　話　　　　　　　　（内線）
　　　　　　　　　　　　　　　　担当者所属　　　　　氏名

　別添のとおり、○○○○（融資機関名）より畜産経営体質強化支援資金貸付実行状況報告書の提出があり、その内容が適正と認められるので、畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１１の（３）の規定に基づき、送付します。

　　　添付書類

　　　　各融資機関からの別紙様式第４号の畜産経営体質強化支援資金貸付実行状況報告書

様式第１７号の別表
貸　　付　　実　　行　　状　　況　　一　　覧　　表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人、千円）
	融資機関名
	区　　分
	貸付実行
年月日
	

	
	
	
	貸付実行額
(対象者数)
	酪農
	肉用牛
	養豚

	
	金　　額
	
	
	
	
	

	
	(対象者数)
	
	(　　　　)
	(　　　　)
	(　　　　)
	(　　　　)

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


別紙様式第１８号〔提出部数２部（都道府県、中畜用）〕

畜産経営体質強化支援資金利子補給金請求書（信農連等用）

（平成　　年度分）

（該当のものに○印のこと。）
番　号

年月日

　　都道府県知事　殿

公益社団法人　中央畜産会会長　殿
　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　信農連等名
　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　電　　　話　　　　　　　　（内線）
　　　　　　　　　　　　　担当者所属　　　　　　　氏名

別添のとおり、○○○○（融資機関名）より畜産経営体質強化支援資金利子補給金請求書の提出があり、その内容を審査した結果適正と認められるので、畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１１の（３）の規定に基づき、下記のとおり利子補給金を［請求します］。

（注）都道府県知事あては、［　］内を「公益社団法人中央畜産会会長あてに請求したので報告します」とする。
記

１．利子補給金請求額

	貸付年度
	融資機関数
	請　求　額
	備　　考

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	計
	（　　）
	円
	


　　　　(注)（　　）には、実融資機関数を記入
２．利子補給金の振込先金融機関名等

　　　　金融機関名　　　　　　　　　　　　　　　預金種目

　　　　預金口座番号　　　　　　　　　　　　　　預金口座名義

　　　

３．添付書類

融資機関からの別紙様式第１２号畜産経営体質強化支援資金利子補給金請求書

別紙様式第１９号〔提出部数１部（中畜用）〕
畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金の交付に関する契約締結申込書

　　　　　　　　　番　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日

　　　公益社団法人　中央畜産会会長　殿

所　在　地

団　体　名　○○○農業信用基金協会

代表者氏名　　　　　　　　印

電  　話（内線）

担当者所属　　　　　　氏名

このたび、畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）を承諾し、融資機関の畜産経営体質強化支援資金の貸付けに対する債務保証の事業を行いたいので、同事業実施要領別添１の１４の（１）の規定に基づき、別添の「畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金の交付に関する契約書」により、畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金の交付契約を締結いたしたく申し込みます。

別紙様式第２０号〔提出部数２部（基金協会、中畜用）〕
畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金の交付に関する契約書

公益社団法人中央畜産会会長○○○○（以下「甲」という。）は、畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号。以下「事業実施要領」という。）を承諾した○○○農業信用基金協会会長理事（理事長）○○○○（以下「乙」という。）が、事業実施要領に基づき畜産経営体質強化支援資金（以下「体質強化支援資金」という。）を融資した融資機関との債務保証契約に基づき、当該体質強化支援資金に係る保証債務を履行した場合において、事業実施要領第１の１の（２）のアに規定する畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金（以下「融通円滑化交付金」という。）を交付することについて次の条項を契約する。

第１条　甲の乙に対する融通円滑化交付金の交付対象額は、事業実施要領別添１の１４の（２）に規定するところにより、あらかじめ○○○知事と協議の上、○○農政局長（北海道にあっては北海道農政事務所長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長）の承認を受けて保証債務の弁済を行った額から、当該保証債務に係る独立行政法人農林漁業信用基金からの保険金受領額又はその予定額を控除した額とする。

第２条　甲の乙に対する融通円滑化交付金の交付額は、前条の交付対象額に０．９を乗じて得た額（円未満を切り捨てた額とする。）を限度とする。

第３条　この契約に疑義が生じたとき、又は契約に定めのない事項については、甲乙両者の協議により定めるものとする。

平成　　年　　月　　日

甲　　所　在　地

名　　　称　　公益社団法人　中　央　畜　産　会

代表者氏名　　　会長　　　　　　　　　　　印

乙　　所　在　地

名　　　称　　○○○農業信用基金協会

代表者氏名　　　会長理事（理事長）　　　　印

（注）乙は、本契約書を２部作成し、記名押印のうえ甲に提出するものとする。
別紙様式第２１号〔提出部数１部（都道府県用）〕
畜産経営体質強化支援資金融通円滑化事業に係る
代位弁済承認申請書に係る協議書
番　号

年月日

　　　　　都道府県知事　　殿

所　在　地
団　体　名　　○○○農業信用基金協会

代表者氏名　　　　　　　　印

電話（内線）

担当者所属　　　　　　氏名

畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１４の（２）の規定に基づき、畜産経営体質強化支援資金に係る保証債務の代位弁済について別添により申請したいので、協議します。

（注）別添として別紙様式第２２号の副本を添付すること。

別紙様式第２２号〔 提出部数１部（地方農政局用）〕
畜産経営体質強化支援資金融通円滑化事業に係る代位弁済承認申請書
番　号
年月日
　　○○農政局長　殿

　　北海道にあっては北海道農政事務所長

　　沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長

　　　　　　

所　在　地

団　体　名　　○○○農業信用基金協会

代表者氏名　　　　　　印

電  　話（内線）

担当者所属　　　　　　氏名 

畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１４の（２）の規定に基づき、畜産経営体質強化支援資金に係る保証債務の代位弁済について、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記
　　　　　（単位：円）

	区　　分
	代位弁済に係る内容

	融資機関名
	
	

	借入者名　　　 　　
	
	

	貸付実行額
	
	

	債務保証額
	
	

	保証条件
	
	

	代位弁済予定年月日
	
	

	代位弁済理由
	
	

	代位弁済予定額　　 　 ①
	
	

	保険金受領（予定）額　②
	
	

	弁済額③＝①－②
	
	

	畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金申請予定額（限度額：③×0.9）
	
	


（注）１．融資機関又は借入者が複数の場合若しくは当該借入者に複数の借入れがある場合は、適宜欄を設けてそれぞれ記入すること。

２．保証条件には、担保及び保証人の設定状況について記入すること。
３．金銭消費貸借証書、債務保証の引受けを証する書類、融資機関からの代位弁済を求める書類、都道府県知事への協議結果を示す回答書の写し及び別紙様式第２２号の別添書類（参考例）により作成した代位弁済を必要とするに至った経緯等を記載した書類を添付すること。
別紙様式第２２号の別添書類（参考例）

代位弁済を必要とするに至った経緯等

Ⅰ　債務者の概況等

１　経営形態・経営規模の変遷等

	（畜産経営の変遷及び近年の経営実態等を簡潔に記入してください。）




２　経営体の構成（（１）又は（２）のどちらかを記載）
（１）家族構成（個人経営の場合）

	氏名
	年齢
	続柄
	職業
	年収等

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）同居家族について記入してください。

なお、年齢、職業、年収については個人情報保護の関係で差し支えない範囲で記入してください。

（２）役員構成（法人経営の場合）
	氏名
	年齢
	役職
	職業
	年収等

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）年齢、職業、年収については、個人情報保護の関係から差し支えない範囲で記入してください。
３　資産の内容

	種類
	面積（㎡）
	評価額〔固定資産税評価額〕

（千円）
	備　　考

	田
	
	
	

	畑
	
	
	

	牧草地
	
	
	

	農畜舎
	
	
	

	住宅
	
	
	

	その他
	
	
	


４　今後の業況見通し（赤字、延滞等の解消見込）、資産処分の状況等今後の回収の見通し

	（近年の経営収支状況からみた償還余力及び今後の資産処分を含めた償還余力の見通しを簡潔に記入してください。）




５　収支の状況（収支が判明している最新年度の収支実績を記入してください。）
（１）収支実績（①又は②のどちらかを記載）

①個人経営の場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	平成　　年度
	備　考

	収　入
	畜産部門
	　
	　
	

	
	その他
	　
	　
	

	
	（小計）①
	　
	　
	

	
	農産物の棚卸高
	期首②
	
	
	

	
	
	期末③
	
	
	

	
	計④＝①－②＋③
	
	
	

	経　費⑤
	
	　
	　
	

	
	うち家畜購入費
	
	
	

	
	うち飼料購入費
	
	
	

	
	うち減価償却費⑥
	
	
	

	
	うち支払利息⑦
	
	
	

	うち農産物以外の棚卸高
	期首⑧
	
	
	

	
	期末⑨
	
	
	

	経費から差し引く果樹牛馬等の育成費用⑩
	　
	　
	

	計⑪＝⑤＋⑧－⑨－⑩
	
	
	

	差引金額⑫＝④－⑪
	
	
	

	所得税⑬
	
	
	

	資産処分・預貯金充当⑭
	　
	　
	

	家計費⑮
	
	
	

	償還財源⑯＝⑫－⑬＋⑭－⑮
	
	
	

	修正償還財源＝①－⑤＋⑥＋⑦－⑧＋⑨＋⑩－⑬＋⑭－⑮
	
	
	


②法人経営の場合

　　　（単位：千円）
	
	平成　　年度
	備　考

	売上高
	畜産部門
	
	

	
	その他部門
	
	

	
	計①
	
	

	売上原価
	期首棚卸高②
	
	

	
	当期製造原価③
	
	

	
	　
	うち家畜購入費
	
	

	
	　
	うち飼料購入費
	
	

	
	　
	うち減価償却費④
	
	

	
	期中成畜振替額⑤
	
	

	
	期末棚卸高⑥
	
	

	
	計⑦＝②＋③－⑤－⑥
	
	

	売上総利益⑧＝①－⑦
	
	

	販売費及び一般管理費⑨
	
	

	　
	うち役員報酬
	
	

	事業利益⑩＝⑧－⑨
	
	

	事業外収入⑪
	
	

	　
	うち国の奨励金
	
	

	事業外費用⑫
	
	

	　
	うち支払利息⑬
	
	

	経常利益⑭＝⑩＋⑪－⑫
	
	

	法人税⑮
	
	

	資産処分・預貯金充当⑯
	
	

	償還財源⑰＝⑭－⑮＋⑯
	
	

	修正償還財源＝①－③＋④－⑨＋⑪－⑫＋⑬－⑮＋⑯
	
	


（２）借入資金償還表（平成　　年度）

（単位：千円）
	　借入資金等名
	償還額・残高
	備　考
	

	　　　　　　　　　　資金
	　
	　
	

	
	　
	
	

	　　　　　　　　　　資金
	　
	　
	

	
	　
	
	

	　　　その他借入金
	　
	　
	

	
	　
	
	

	計
	　
	　
	

	
	　
	
	


（注）１．借入資金等名欄は、制度資金はその資金の種類ごとに、制度資金以外の経営資金は「その他借入金」欄に記入してください。

２．償還額・残高欄は、上段に元金償還額、下段に償還後の元金残高を記入してください。
（３）差引収支

（単位：千円）
	　
	平成　　　年度
	備　考

	償還財源
	　
	（注）5の（1）の修正償還財源を転記してください。

	償還額
	　
	

	差引余剰金
	　
	


　
（※）代位弁済に当たり基金協会が債務者の概況等の調書を作成している場合は、その調書　　

を本様式の「Ⅰ 債務者の概況等」の代替書類として添付してもよい。
Ⅱ　代位弁済を必要とするに至った経緯等

１　貸付の経緯

	（貸付けすることに至った経緯及び畜産経営体質強化支援資金借入後の経営計画の概況並びに借入後の経営改善に向けた融資機関等の取り組み状況を簡潔に記入してください。）




２　償還困難に至った経緯及び代位弁済を必要とするに至った経緯

	（貸付時の経営状況、その後の経営状況の変遷及び離農や経営中止等代位弁済を必要とするに至った経緯を簡潔に記入して下さい。）




３　融資機関が債権の管理回収のためにとった措置

	（担保・保証人を徴していない場合にあっても債権の回収等についてとった措置及び今後の対応措置について簡潔に記入してください。）




４　所有資産の処分等の具体的な内容

	所有資産（担保物件以外の資産も含む）の処分の方針及び処分の現況並びに今後の見通しを簡潔に記入してください。




別紙様式第２３号〔提出部数１部（中畜用）〕
畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金請求書
番　号

年月日

公益社団法人　中央畜産会会長　殿

所　在　地
団　体　名　○○○農業信用基金協会

代表者氏名　　　　　　印

電話（内線）

担当者所属　　　　　　氏名

畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１４の（３）の規定に基づき、畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金について、下記のとおり関係書類を添えて請求します。

記

１　請求額　　　　　　　　　円　　　　　

２　同上の内訳（平成　年　月　日付け○○農政局承認）　　　　　　　　　

（単位：円）

	区　　分
	代位弁済に係る内容

	融資機関名
	
	

	借入者名　　　 　　
	
	

	貸付実行額
	
	

	債務保証額
	
	

	保証条件
	
	

	代位弁済年月日
	
	

	代位弁済理由
	
	

	代位弁済額 　　　　　 ①
	
	

	保険金受領（予定）額　②
	
	

	弁済額③＝①－②
	
	

	畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金請求額

（限度額：③×0.9）
	
	


（注）１．融資機関又は借入者が複数の場合若しくは当該借入者に複数の借入れがある場合は、適宜欄を設けてそれぞれ記入すること。

２．保証条件には、担保及び保証人の設定状況について記入すること。

３．「保証債務履行通知書」等農業信用基金協会の代位弁済の実行を証する書類（写し）を添付すること。
３　振込先

	金融機関名
	支店(所)名
	口座種類
	口座番号
	口座名義人

	
	
	当座・普通
	
	


（注）１．口座種類は、該当箇所に○印をつけること。
また、口座の種類が別段預金又はその他の場合は、口座種類欄にその旨を記入すること。

　　　２．代位弁済に係る地方農政局長の承認書（写し）を添付すること。
別紙様式第２４号〔提出部数１部（中畜用）〕
畜産経営体質強化支援資金融通円滑化事業実績報告書

番　号

年月日

公益社団法人　中央畜産会会長　殿

所　在　地
団　体　名　○○○農業信用基金協会

代表者氏名　　　　　　　印

電話（内線）

担当者所属　　　　　氏名

平成　　年度における畜産経営体質強化支援資金融通円滑化事業について、下記のとおり実施したので、畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成28年４月20日付け28年度発中畜第72号）別添１の１４の（６）の規定に基づき、関係書類を添えて報告します。

記

１　事業の内容

（１）畜産経営体質強化支援資金融通円滑化事業に係る融資機関に対する代位弁済額

　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（２）うち公益社団法人中央畜産会からの畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金交付額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　事業完了年月日（畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金が農業信用基金協会の預金口座に入金となった年月日）

平成　　年　　月　　日

３　添付書類

公益社団法人中央畜産会から畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金が農業信用基金協会の預金口座に入金されていることを証明する金融機関の発行する書類

別紙様式第２５号〔提出部数３部（地方農政局、都道府県、中畜用）〕

畜産経営体質強化支援資金融通円滑化事業に係る求償権回収状況等報告書

番　号

年月日

○○農政局長　　　　　　殿

北海道にあっては北海道農政事務所長

沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長

都道府県知事　殿

公益社団法人　中央畜産会会長　殿

所在地

団体名　　○○○農業信用基金協会

代表者氏名　　　　　　印

電話（内線）

担当者所属　　　　　　氏名

畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１４の（８）の規定に基づき、求償権の行使による回収状況について、下記により報告します。

記
（金額単位：円）
	融資機関名
	
	

	借入者名
	
	

	貸付実行額
	
	

	債務保証額
	
	

	保証条件
	
	

	代位弁済年月日
	
	

	代位弁済理由
	
	

	代位弁済額①
	
	

	保険金受領額②
	
	

	弁済額③（①－②）
	
	

	畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金受領額④（限度額：③×0.9）
	
	

	求償権回収額
	
	

	
	うち農林漁業信用基金納付額
	
	

	
	うち基金協会分⑤
	
	

	中央畜産会への返納額（⑤×④／③）
	
	


(注１)　融資機関又は借入者が複数の場合若しくは当該借入者に複数の借入れがある場合は、適宜欄を設けてそれぞれ記入すること。
(注２)　保証条件には、担保及び保証人の設定状況について記入すること。
(注３)　求償権の行使による回収状況を証する書類を添付すること。
(注４)　求償権回収額は、代位弁済額に対応する額のみを記入すること（求償権利息等は含めない。）。
(注５)　中央畜産会への返納額は、円未満を切り上げた額とする。
別紙様式第２６号〔提出部数１部（中畜用）〕
畜産経営体質強化支援資金融通円滑化事業に係る返納書

番　号

年月日

　　公益社団法人中央畜産会会長　殿

所　在　地
団　体　名　○○○農業信用基金協会
代表者氏名　　　　　　　　印
電話（内線）
担当者所属　　　　　　氏名

　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１４の（９）の規定に基づき、下記のとおり返納します。

記

１　返納額　　          ○○○○円

２　送金日（予定日）　　平成　　年　　月　　日

（注）別紙様式第２５号と併せて提出すること。

別紙様式第２７号〔提出部数３部（地方農政局、都道府県、中畜用）〕
畜産経営体質強化支援資金融通円滑化事業に係る求償権償却報告書
番　号
年月日
○○農政局長　殿

　北海道にあっては北海道農政事務所長

　沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長

都道府県知事　殿

公益社団法人　中央畜産会会長　殿
所　在　地　　　　　　　　　　

団　体　名　○○○農業信用基金協会
代表者氏名　　　　　　　　印　

電話（内線）

担当者所属　　　　　　氏名

畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１４の（１２）の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
　　　　　　　　　　　　　（金額単位：円）
	融資機関名
	
	

	借入者名
	
	

	貸付実行額
	
	

	債務保証額
	
	

	保証条件
	
	

	代位弁済年月日
	
	

	代位弁済理由
	
	

	代位弁済額①
	
	

	保険金受領額②
	
	

	弁済額③（①－②）
	
	

	畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金受領額④（限度額：③×0.9）
	
	

	求償権回収額
	
	

	
	うち農林漁業信用基金納付額
	
	

	
	うち基金協会分⑤
	
	

	中央畜産会への返納額⑥（⑤×④／③）
	
	

	求償権償却年月日
	
	

	求償権償却理由
	
	

	求償権償却額
	
	

	
	うち農林漁業信用基金保険金分
	
	

	
	うち基金協会分⑦
	
	

	畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金償却額（④－⑥（≒⑦×④／③））
	
	


（注１）融資機関又は借入者が複数の場合若しくは当該借入者に複数の借入れがある場合は、適宜欄を設けてそれぞれ記入すること。
（注２）保証条件には、担保及び保証人の設定状況について記入すること。

（注３）借入者の弁済額は、基金協会の求償権及び融資機関の残債権（基金協会が全額を保証していない場合）に対する弁済額とし、原則として、基金協会求償権及び融資機関残債権の回収状況並びに基金協会求償権償却理由及び融資機関残債権償却理由を証する書類を添付すること。
（注４）求償権回収額及び求償権償却額は、代位弁済額に対応する額のみを記入すること（求償権利息等は含めない。）。
別紙様式第２８号〔提出部数３部（地方農政局、都道府県、中畜用）〕
畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金管理状況等報告書
番　号
年月日
○○農政局長　殿

　北海道にあっては北海道農政事務所長

　沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長

都道府県知事　殿

公益社団法人　中央畜産会会長　殿

所　在　地　　　　　　　　　　

団　体　名　○○○農業信用基金協会
代表者氏名　　　　　　　　印　

電話（内線）

担当者所属　　　　　　氏名

畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１４の（１５）の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記

（単位：円）
	
	前年度末現在
	○年度増減
	○年度末現在

	代位弁済累計額
	
	
	

	
	うち基金協会分
	
	
	

	畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金（以下「交付金」）受領累計額　①
	
	
	

	求償権回収累計額
	
	
	

	
	うち基金協会分
	
	
	

	
	
	うち中央畜産会返納分　②
	
	
	

	求償権償却累計額
	
	
	

	
	うち基金協会分
	
	
	

	
	
	うち交付金分　③
	
	
	

	畜産経営体質強化支援資金融通円滑化交付金残高

（①－②－③）
	
	
	


（注）求償権回収累計額及び求償権償却額は、代位弁済累計額に対応する額のみを記入すること（求償権利息等は含めない。）。
別紙様式第２９号〔提出部数１部（融資機関用）〕

畜産経営体質強化計画成果目標達成状況報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日

　　融資機関代表者　殿

所在地
借入者名
　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１６の（１）の規定に基づき、畜産経営体質強化計画に係る成果目標の達成状況について、下記のとおり報告します。

記

	借入年度
	成果指標
	
	現状値

（○年度）
	１年目

（○年度）
	２年目

（○年度）
	３年目

（○年度）
	４年目

（○年度）
	５年目

（○年度）

	
	
	計　画
	
	
	
	
	
	

	
	
	実　績
	－
	
	
	
	
	

	
	
	達成率（％）
	－
	
	
	
	
	

	
	
	計　画
	
	
	
	
	
	

	
	
	実　績
	－
	
	
	
	
	

	
	
	達成率（％）
	－
	
	
	
	
	

	
	
	計　画
	
	
	
	
	
	

	
	
	実　績
	－
	
	
	
	
	

	
	
	達成率（％）
	－
	
	
	
	
	


（注）１．計画欄は畜産経営体質強化計画から転記すること。

２．達成率欄は実績÷計画を記載すること。

　　　３．必要に応じ行を追加すること。

別紙様式第３０号〔提出部数１部（都道府県用）〕

畜産経営体質強化計画成果目標達成状況報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日

　　都道府県知事　殿

所在地
融資機関名　

代表者氏名
　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１６の（２）の規定に基づき、畜産経営体質強化計画に係る成果目標の達成状況について、下記のとおり報告します。

記

	借入者名
	借入年度
	成果指標
	
	現状値
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	
	
	
	計　画
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	実　績
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	達成率（％）
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	計　画
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	実　績
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	達成率（％）
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	計　画
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	実　績
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	達成率（％）
	－
	
	
	
	
	


（注）１．借入者から提出された畜産経営体質強化計画成果目標達成状況報告書から転記すること。

　　　２．必要に応じ行を追加すること。

別紙様式第３１号〔提出部数１部（地方農政局、中畜用）〕

畜産経営体質強化計画成果目標達成状況報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日

　　○○農政局長　殿

（北海道にあっては北海道農政事務所長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長）

　　公益社団法人　中央畜産会会長　殿

都道府県知事　　氏　名

　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１６の（３）の規定に基づき、畜産経営体質強化計画に係る成果目標の達成状況について、下記のとおり報告します。

記

	融資機関名
	借入者名
	借入
年度
	成果指標
	
	現状値
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	
	
	
	
	計　画
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	実　績
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	達成率（％）
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	計　画
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	実　績
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	達成率（％）
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	計　画
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	実　績
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	達成率（％）
	－
	
	
	
	
	


（注）１．融資機関から提出された畜産経営体質強化計画成果目標達成状況報告書から転記すること。

　　　２．必要に応じ行を追加すること。

別紙様式第３２号〔提出部数１部（生産局用）〕

畜産経営体質強化計画成果目標達成状況報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日

　　農林水産省生産局長　殿

　　公益社団法人　中央畜産会

　　　　会　長

　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添１の１６の（４）の規定に基づき、畜産経営体質強化計画に係る成果目標の達成状況について、下記のとおり報告します。

記

１．集計表

	成果指標
	
	現状値
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	
	集計数
	
	
	
	
	
	

	
	計画
	
	
	
	
	
	

	
	実績
	－
	
	
	
	
	

	
	達成率（％）
	－
	
	
	
	
	

	
	集計数
	
	
	
	
	
	

	
	計画
	
	
	
	
	
	

	
	実績
	－
	
	
	
	
	

	
	達成率（％）
	－
	
	
	
	
	


（注）１．借入者が設定した成果指標の類型ごとに取りまとめること。

２．達成率欄は実績÷計画を記載すること。

　　　３．必要に応じ行を追加すること。

２．個別リスト

	都道府県名
	融資

機関名
	借入者名
	借入
年度
	成果指標
	
	現状値
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	
	
	
	
	
	計　画
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	実　績
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	達成率（％）
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	計　画
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	実　績
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	達成率（％）
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	計　画
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	実　績
	－
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	達成率（％）
	－
	
	
	
	
	


（注）１．都道府県から提出された畜産経営体質強化計画成果目標達成状況報告書から転記すること。

　　　２．必要に応じ行を追加すること。

酪農・肉用牛・養豚


応当日型・１２月型





酪農・肉用牛・養豚


応当日型・１２月型





酪農・肉用牛・養豚


応当日型・１２月型
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